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第１章 

 

 
 

計画策定の趣旨 

1-1 社会的な現状・背景  

我が国の人口は平成 20（2008）年をピークに減少に転じており、特に生産年齢人口は少子高齢化の進行

によって平成 7（1995）年をピークに減少しています。今後も、年少人口、生産年齢人口は減少を続ける

一方、老年人口は令和 24（2042）年まで増加していくことが見込まれています。 

全国レベルで本格的な人口減少社会を迎える中、特に、地方の人口減少は顕著となっており、令和 42

（2060）年には全国の約 6割の地域で人口が半分以下となり、地方消滅の可能性が報じられています。海

津市（以下、「本市」という。）では、国に比べて人口減少のスピードが速く、人口減少が進行した場合、

生活関連サービスの減少、税収減による行政サービス水準の低下、地域コミュニティの機能低下などが危

惧されています。 

本市をめぐる新たな社会状況の変化としては、これまで成長一辺倒だった社会の価値観に対して、「持

続可能性」という考え方が求められています。平成 27（2015）年 9月の国連サミットでは「持続可能な開

発のための 2030 アジェンダ」が採択され、持続可能な世界を実現するための 17 のゴール・169 のターゲ

ットが示されました。持続可能で強靱、そして誰一人取り残さない、経済・社会・環境の統合的向上が実

現される未来に向けて、「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」に関する取組みが求められています。 

また、「超スマート社会（Society5.0※1）」の到来が予測され、様々な分野で人工知能（ＡＩ）、ロボット

技術の有効活用やＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）※2、自動運転など、情報技術の革新により、

社会経済システムそのものの大きな変化が予測されています。 

さらに、令和 2（2020）年度から感染拡大した新型コロナウイルス感染症の流行は、「新しい生活様式」

をはじめとする人々の生活様式だけでなく、人々の暮らし方、生き方の見直しにより、大都市への一極集

中から地方分散への流れが指摘されています。 

このような、新たな社会動向の変化を踏まえて、本市のあるべき姿の実現に向けて計画を推進していく

ことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※1 Society5.0とは、サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムに

より、経済発展と社会的課題の解決を両立する、内閣府の「第 5期科学技術基本計画」で定義されている人

間中心の社会（Society）をいう。 

※2 ＤＸとは、進化したデジタル技術を浸透させることで人々の生活をより良いものへと変革すること。 
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1-2 海津市の策定状況  

本市は、平成 17（2005）年 3月 28日に海津町、平田町、南濃町の 3町が合併し、県内 21 番目の市とし

て誕生しました。 

合併後、本市最初の総合計画として、平成 18（2006）年 9 月に「海津市総合開発計画」を策定し、「協

働が生みだす 魅力あふれるまち 海津」を将来像とし、その実現を目指して、様々な施策を進めてきまし

た。 

平成 29（2017）年 3月には、時代の潮流や課題を踏まえた上で、

未来に向かって歩き続けるために、「海津市第 2次総合計画」を策

定し、本市の優れた自然環境の中で、安心して子育てができ、働

き、生活ができるまちとなるよう、将来像を「水と緑と人がきら

めく 輪でつながるまち 海津」とし、産業振興による地域の活性

化を図り、全ての人々が手を取り合い取り組む（輪でつながる）

まちづくりを目指しています。 

 

 

1-3 策定の目的  

「海津市第 2 次総合計画」の前期 5 年間の基本計画（前期基本計画）が令和 3（2021）年度で終了する

ため、時代の潮流や新たな課題を踏まえた上で、「海津市第 2 次総合計画（基本構想）」の目指す姿を再確

認するとともに、前期基本計画の進捗状況を点検・評価し、本市が目指す望ましい将来とこれを実現する

ためのまちづくりの基本的な方向を示す、後期 5年間の基本計画である「海津市第 2次総合計画後期基本

計画」を策定します。 
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計画の性格と役割 

地方自治法に基づき策定することが義務づけられていた市町村の総合計画（基本構想）は、平成 23（2011）

年 5月の地方自治法改正により、策定義務はなくなり、策定及び議会の議決を経るかどうかは、市町村の

判断に委ねられることとなりました。 

本市では、総合計画がまちづくりの総合的な方針の役割を果たす最上位計画と位置づけ、海津市総合計

画策定条例に基づき策定することを定め、本市のあるべき姿と進むべき方向を明らかにするとともに、市

民と行政が「協働・連携」して、望ましい将来のまちづくりを実現するため、「海津市第 2次総合計画」を

策定することで、総合的かつ計画的な市政運営を目指しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市の花 みかんの花 
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計画の構成と期間 

 

「海津市第 2 次総合計画」は、「基本構想」、「基本計画」及び「実施計画」で構成します。また、「第 2

期海津市創生総合戦略」との整合性を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

基本構想 

基本計画 

実施計画 

○「基本構想」は、長期的な展望に立ち、目指すべき将来の市の姿及びそのた

めの施策の大綱を定めるものです。 

○計画期間は、平成 29（2017）年度を初年度とし、令和 8（2026）年度を目標

年度とする 10年間です。 

○「基本計画」は、基本構想で示す施策の大綱に基づき、その実現に向け、基

本となる施策とその目標を定めるものです。 

○計画期間（後期基本計画）は、令和 4（2022）年度から令和 8（2026）年度

までの 5年間とします。 

○「実施計画」は、基本計画で定めた施策に基づき、財政的措置を含めて計画

するものであり、実施する事業を定めるものです。 

○計画期間は 3年間とし、各年度における事業の進捗状況や、財政事情などを

勘案しながら、毎年度ローリング方式で見直します。 
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ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）とは 

 

国際的な指針として、国連サミットで 2015（平成 27）年 9 月にＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）が採

択されています。 

ＳＤＧｓは、「Sustainable Development Goals」の略で、2015（平成 27 年）9月の国連サミットで採択

された 2016（平成 28）年から 2030（令和 12）年までの長期的な開発の指針として採択された「持続可能

な開発のための 2030 アジェンダ」に記載された「持続可能な開発目標」であり、先進国を含む国際社会

共通の目標となっています。 

ＳＤＧｓは、持続可能な世界を実現するための 17 のゴールと 169 のターゲットから構成され、地球上

の誰一人として取り残されないことを誓っており、発展途上国のみならず、先進国も取り組む必要がある

ものとなっています。国においては、2016（平成 28）年 5月に内閣に持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）推

進本部を立ち上げ、「持続可能で強靭、そして誰一人取り残さない、経済、社会、環境の統合的向上が実現

された未来への先駆者をめざす」というビジョンを掲げ施策を実施しています。 

本市では、令和 2（2019）年 3 月に策定した「第 2 期海津市創生総合戦略」の各施策にＳＤＧｓの推進

を明記し、事業を展開しています。 

総合計画においても、施策ごとにＳＤＧｓとの関連性を明確にし、総合計画及び地方創生の着実な推進

がＳＤＧｓ全体の推進につながるものとして、一体的に取り組んでいきます。 
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海津市第 2次総合計画の施策体系とＳＤＧｓ対応表 

基本目標 施策 

１ 
貧困を 
なくそう 

２ 
飢餓を 
ゼロに 

３ 
すべての人に 
健康と 
福祉を 
 

４ 
質の高い 
教育を 
みんなに 

５ 
ジェンダー
平等を 
実現しよう 

  

基本目標１． 

だれもが健康で  
笑顔あふれる  
まちづくり 

【医療・保健・福祉】 

1-1 地域医療の推進   ●     

1-2 健康づくりの推進 ● ● ●  ●   

1-3 子育て支援の充実 ● ● ● ● ●   

1-4 障がい者（児）福祉の充実 ● ● ● ● ●   

1-5 高齢者福祉の推進 ● ● ●  ●   

1-6 母子・父子福祉の充実 ● ● ● ● ●   

1-7 地域福祉の推進 ● ● ● ● ●   

1-8 社会保障制度の健全な運用 ● ● ● ● ●   

基本目標２． 

安全で快適な 
住み良い  

まちづくり 

【都市基盤・防災 
・環境】 

2-1 計画的な土地利用の推進        

2-2 交通網の整備   ●     

2-3 防犯対策・交通安全対策の充実   ●     

2-4 住環境の整備        

2-5 防災対策の充実        

2-6 消防・救急体制の充実        

2-7 上・下水道等の整備        

2-8 公園・緑地の整備        

2-9 自然環境の保全        

基本目標３． 

個性と創造性を培う  
こころ豊かな  
まちづくり 

【教育・文化】 

3-1 学校教育環境の充実   ● ● ●   

3-2 生涯学習環境の充実    ●    

3-3 青少年の健全育成支援    ●    

3-4 文化の振興    ●    

3-5 スポーツ活動の振興   ●     

3-6 地域間交流・多文化共生の推進        

基本目標４． 

自然と調和のとれた 
賑わいと活力のある  
まちづくり 

【産業・雇用】 

4-1 農林漁業の振興  ●      

4-2 商業の振興        

4-3 工業の振興        

4-4 観光の振興        

4-5 働きやすい職場づくりの促進  ●  ● ●   

基本目標５． 
協働による  
自主的・自立的な 
まちづくり 
【協働・行財政】 

5-1 市民参画・協働自治の推進        

5-2 平等な社会の推進 ● ● ● ● ●   

5-3 地域情報化・電子自治体の推進        

5-4 広域的な連携体制の確保        

5-5 効率的な行財政運営の推進     ●   
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基本目標 施策 

１ 
貧困を 
なくそう 

２ 
飢餓を 
ゼロに 

３ 
すべての 
人に健康
と福祉を 

４ 
質の高い 
教育を 
みんなに 

 ６ 
安全な水と
トイレを 
世界中に 

７ 
エネルギー
をみんなに
そして 
クリーンに 

８ 
働きがいも
経済成長も 

９ 
産業と技術
革新の基盤
をつくろう 

10 
人や国の 
不平等を 
なくそう 

11 
住み続けら
れる 
まちづくり
を 

12 
つくる責任
使う責任 

13 
気候変動に
具体的な 
対策を 

14 
海の豊かさ
を守ろう 

15 
陸の豊かさ
も守ろう 

16 
平和と 
公正を 
すべての 
人に 

17 
パートナー
シップで 
目標を達成
しよう 

基本目標１． 
だれもが健康で  
笑顔あふれる まちづくり 
【医療・保健・福祉】 

1-1 地域医療の推進   ●              ● 

1-2 健康づくりの推進 ● ● ●       ●      ● ● 

1-3 子育て支援の充実 ● ● ● ●      ●      ● ● 

1-4 障がい者（児）福祉の充実 ● ● ● ●    ●  ●      ● ● 

1-5 高齢者福祉の推進 ● ● ●     ●  ●      ● ● 

1-6 母子・父子福祉の充実 ● ● ● ●    ●  ●      ● ● 

1-7 地域福祉の推進 ● ● ● ●    ●  ●      ● ● 

1-8 社会保障制度の健全な運用 ● ● ● ●      ● ●     ● ● 

基本目標２． 

安全で快適な住み良い  
まちづくり 
【都市基盤・防災・環境】 

2-1 計画的な土地利用の推進         ●  ●    ●  ● 

2-2 交通網の整備   ●      ●  ●      ● 

2-3 防犯対策・交通安全対策の充実   ●             ● ● 

2-4 住環境の整備           ●      ● 

2-5 防災対策の充実           ●  ●    ● 

2-6 消防・救急体制の充実           ●      ● 

2-7 上・下水道等の整備      ●   ●     ●   ● 

2-8 公園・緑地の整備           ●      ● 

2-9 自然環境の保全      ● ●    ● ● ● ● ●  ● 

基本目標３． 

個性と創造性を培う  
こころ豊かな まちづくり 
【教育・文化】 

3-1 学校教育環境の充実   ● ●      ●      ● ● 

3-2 生涯学習環境の充実    ●             ● 

3-3 青少年の健全育成支援    ●            ● ● 

3-4 文化の振興    ●       ●    ●  ● 

3-5 スポーツ活動の振興   ●              ● 

3-6 地域間交流・多文化共生の推進          ●       ● 

基本目標４． 

自然と調和のとれた  
賑わいと活力のある  
まちづくり 

【産業・雇用】 

4-1 農林漁業の振興  ●    ●  ● ●  ● ●   ●  ● 

4-2 商業の振興        ● ●   ●     ● 

4-3 工業の振興        ● ●   ●     ● 

4-4 観光の振興        ●    ●     ● 

4-5 働きやすい職場づくりの促進  ●  ●    ● ● ●       ● 

基本目標５． 

協働による  
自主的・自立的な  
まちづくり 
【協働・行財政】 

5-1 市民参画・協働自治の推進                ● ● 

5-2 平等な社会の推進 ● ● ● ●    ●  ●      ● ● 

5-3 地域情報化・電子自治体の推進         ●       ● ● 

5-4 広域的な連携体制の確保           ●      ● 

5-5 効率的な行財政運営の推進        ●   ● ●     ● 
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第２章 

 

 
 

人口 

本市の人口推移をみると、総人口は平成 7（1995）年以降減少し、令和 2（2020）年で 32,735 人となっ

ています。また、年齢 3区分別人口構成の推移をみると、年少人口（0～14歳）は減少しているのに対し、

老年人口（65歳以上）は増加しており、少子高齢化が進んでいます。 

世帯数は増加傾向にあり、令和 2（2020）年で 11,600世帯となっています。また、世帯当たり人員は 

2.82人と減少傾向にあります。 

 

■人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■世帯数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

8,005 9,110 9,357 8,365 7,552 6,512 5,505 4,783 4,063 3,272

22,823
24,408 25,624 27,131 27,759 27,423

25,920
24,187

20,894
18,201

3,552
4,153

4,557 5,315 6,383 7,262
8,028

8,971

10,249
11,262

34,380

37,671
39,538 40,811 41,694 41,197

39,453
37,941

35,206
32,735
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25,000
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35,000

40,000
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（2010）

H27
（2015）

R2
（2020）

(人)

資料：国勢調査 

年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

世帯数 世帯当たり人員

7,702
8,827 9,422 9,873 10,548 11,067 11,315 11,631 11,513 11,600

4.46
4.27 4.20 4.13

3.95
3.72

3.49

3.26
3.06

2.82

0.0
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3.5

4.0
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（人/世帯）(世帯)
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産業 

本市は、製造業と卸売業・小売業が盛んであり、市内産業に占める割合は、事業所数が計 45.0％、従業

員数が計 53.8％、付加価値額が計 61.4％と、本市の雇用創出、経済活力向上に寄与しています。 

また、製造業の中でもプラスチック製品製造業、繊維工業、金属製品製造業の事業所が多く、本市の地

域経済の中核となっています。 

 

■産業の状況（上位 3 業種） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■産業の状況（全業種） 

  
事業所数（事業所）  従業者数（人） 付加価値額（百万円） 

  構成比（％）   構成比（％）   構成比（％） 

農林漁業 17 1.0 157 1.2 1,423 2.6 

鉱業 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

建設業  156 9.6 885 6.8 4,311 7.9 

製造業  298 18.3 4,504 34.8 22,811 41.6 

電気・ガス・熱供給・水道業 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

情報通信業 3 0.2 8 0.1 0 0.0 

運輸・郵便業  40 2.5 594 4.6 1,727 3.2 

卸売・小売業 434 26.7 2,462 19.0 10,848 19.8 

金融・保険業  17 1.0 168 1.3 1,730 3.2 

不動産・物品賃貸業 39 2.4 118 0.9 152 0.3 

学術研究・専門・技術サービス業 36 2.2 106 0.8 395 0.7 

宿泊・飲食サービス業 158 9.7 1,021 7.9 1,864 3.4 

生活関連サービス・娯楽業 125 7.7 441 3.4 615 1.1 

教育・学習支援業  37 2.3 146 1.1 251 0.5 

医療・福祉 106 6.5 1,683 13.0 5,757 10.5 

複合サービス業 22 1.4 163 1.3 1,758 3.2 

サービス業（他に分類されないもの） 139 8.5 489 3.8 1,133 2.1 

合計 1,627 100.0 12,945 100.0 54,775 100.0 

※構成比は小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計が 100％にならない場合があります。 
  

製造業

41.6%

卸売・小売業

19.8%

医療・福祉

10.5%

その他

の業種

28.0%
製造業

34.8%

卸売・小売業

19.0%

医療・福祉

13.0%

その他の業種

33.2%

卸売・

小売業

26.7%

製造業

18.3%

宿泊・飲食サービス業

9.7%

その他の

業種

45.3%

事業所数 付加価値額 従業員数 

N=1,627事業所 N=12,945人 N=54,775百万円 

資料：平成 28（2016）年経済センサス活動調査（総務省・経済産業省） 
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財政 

本市の歳入額及び歳出額は、概ね 150億円から 170億円で推移しています。 

実質公債費比率は、平成 21（2009）年度をピークに低下していますが、財政構造の弾力性を示す指標で

ある経常収支比率は 90％前後となっており、財政の硬直化が一層進展してきている状況にあり、厳しい財

政状況が続いているといえます。 

 

■財政の状況（普通会計※） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3,122 3,061 2,976 3,033 3,065 3,031 2,836 2,728 2,856 2,836 2,739 2,716 2,665 2,666 2,849

1,373 1,473 1,573 1,649 2,166 2,256 2,239 2,202 2,282 2,339 2,540 2,483 2,544 2,691 2,638
1,206 1,122 1,268 1,121

1,212 1,316 1,678 1,540 1,335 1,330 1,410 1,494 1,596 1,621 1,652
2,665 2,255 2,063 1,188

1,147 1,744 2,016 3,331 2,645 1,869 1,784 1,764 1,223 1,212 1,734

7,098 7,747 6,886 8,036 6,749
6,477

6,719
6,610 7,506

7,633 7,088 7,256
7,015 6,576

10,693

16,677
16,829 16,545 16,197

15,921
16,578

17,089 17,780 17,434 16,922 16,189 16,485
15,773

15,394

20,560

15,464 15,658 14,766 15,027 14,339
14,824

15,488 16,411 16,624
16,007

15,561 15,713 15,043
14,766

19,566

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

18,000

21,000

(百万円)

H18

（2006）

H20

（2008）

H19

（2007）

H24

（2012）

H25

（2013）

H27

（2015）

H26

（2014）

H28

（2016）

H29

（2017）

H30

（2018）

H23

（2011）

R2

（2020）

R1

（2019）

H21

（2009）

H22

（2010）

歳入 人件費 扶助費 公債費 投資的経費 その他

資料：総務省 地方財政状況調査／財政力指数、経常収支比率、実質公債比率 

海津市財政決算（各年）／歳入・歳出 

歳出（ ）

※普通会計とは、地方財政統計上、統一的に用いられる会計で、一般会計、クレール平田運営特別会計、月見の里

南濃運営特別会計、介護老人保健施設在宅介護支援センター特別会計をいう。 

経常収支比率：地方自治体の財政の弾力性を示す指標であり、経常一般財源に対する経常的支出が占める割合 

実質公債費比率：経常一般財源のうち、公債費や公営企業債に対する繰出金などの公債費に準ずるものを含めた

実質的な公債費相当額に充当されるものの占める割合 

財政力指数：地方自治体の財政力を示す指数であり、自治体基準財政収入額を基準財政需要額で除した指標 

資料：●●●（各年●月●日現在）

85.1
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13 

第
１
部 

総 
 

論 

第
２
章 

海
津
市
の
姿 

 
 

市民意向 

まちづくりに関する市民の多様なニーズを把握し、今後の施策に反映させるため、市民意識調査、

子育て世代アンケート調査、高校生アンケート調査、市民ワークショップを実施しました。 

 

（１）市民意識調査  

■ 概 要 

実 施 期 間 令和 2（2020）年 10月 30日（金）～11月 16 日（月） 

調査対象者 海津市在住の 15歳以上の方の中から 2,000人を無作為抽出 

調 査 方 法 郵送配布・回収 

回 収 状 況 有効回答数 952 部（回収率 47.6％） 

 

■ 主な結果 

＜住みやすさについて＞ 

「まあまあ住みやすい」の割合が 41.8％と最も高く、次いで「どちらともいえない」の割合が 30.6％、

「住みにくい」の割合が 17.3％となっています。 

平成 27（2015）年度調査と比較すると、「どちらともいえない」の割合が増加しています。一方、

「まあまあ住みやすい」の割合が減少しています。 

 

 

 
 

 

 

 

 

＜定住意向について＞ 

「今後も住み続けたい」の割合が 47.7％と最も高く、次いで「どちらともいえない」の割合が 36.3％、

「できれば市外に移りたい」の割合が 14.8％となっています。 

平成 27（2015）年度調査と比較すると、「今後も住み続けたい」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

※構成比は小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計が 100％にならない場合があります。  

大変住みやすい まあまあ住みやすい どちらともいえない

住みにくい 大変住みにくい 無回答

今後も住み続けたい できれば市外に移りたい どちらともいえない 無回答

回答者数 =

令和２（2020）年度調査 952

平成27（2015）年度調査 1,318

47.7

54.6

14.8

12.5

36.3

31.4

1.2

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

令和２（2020）年度調査 952

平成27（2015）年度調査 1,318

5.4

6.6

41.8

50.4

30.6

23.9

17.3

13.2

3.4

4.5

1.6

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和2（2020）年度調査

平成27（2015）年度調査

令和2（2020）年度調査

平成27（2015）年度調査
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Ａ B 

 
 

Ｄ 

 

 
 
Ｃ 

川、山林などの

自然があること

田畑があること

川や池、水路などの水質

ごみの収集・処理
上水道の給水状況

浄化槽・下水道等の整備

騒音・振動・悪臭等の対策

防犯や治安の対策

交通安全対策

消防体制・救急体制

地震や風水害

などの防災対策

車道の整備歩道の整備

水路の整備

公園・緑地・広場の整備

通勤・通学

の利便性

電車・バス

の利便性

日常の買い物

のしやすさ

地域の情報通信基盤の整備

農林漁業の振興施策

商業の振興施策

工業の振興施策

観光の振興施策

健（検）診などの保健サービス

医療サービス

や施設整備

福祉サービス

や施設整備

保育サービスなど

子育てのしやすさ

小・中学校教育の充実

働きがいのある職場づくり

女性の自立

と社会参加

社会人の学習の場と機会

健康・体力づくりに対する支援

スポーツ活動や施設の整備

芸術・文化活動支援や施設整備

文化財の保護、整備

友好都市交流や国際交流の推進

コミュニティなど地域の活動

市政への市民参加

市職員の市民への応対

市による各種の情報発信

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

-2.5 -2.0 -1.5 -1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5

満足度
平均 0.26

重要度
平均 2.24

 

＜暮らしやすさに関する満足度及び重要度について＞ 

満足度が低く、重要度が高い施策（タイプＡ）は、『歩道の整備』『通勤・通学の利便性』『電車・バ

スの利便性』『日常の買い物のしやすさ』『医療サービスや施設整備』『小・中学校教育の充実』『市職

員の市民への応対』となっています。 

前回調査と比べると、他の項目より『工業の振興施策』『商業の振興施策』で「重要度」が大きく増

加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

■満足度・今後の重要性の得点化の手順 

満足度  得点  重要度  得点 

満足 → 5 点  重要 → 5 点 

まあ満足 → 2 点  やや重要 → 2 点 

どちらともいえない → 0 点  どちらともいえない → 0 点 

やや不満 → -2 点  あまり重要でない → -2 点 

不満 → -5 点  重要でない → -5 点 

無回答 → 計算対象外  無回答 → 計算対象外 
 

■得点の算出式 

 

  

 

重要 

重要 

でない 

 満足 不満 

5点×「満足（重要）」の回答数 
＋2点×「まあ満足（やや重要）」の回答数 

＋0点×「どちらでもない」の回答数 
－2点×「やや不満（あまり重要でない）」の回答数 

－5 点×「不満（重要でない）」の回答数／無回答を除く回答数 
 

算出された満足度・重要度の得点をもとに、

各施策の満足度・重要度別に順位づけを行

いました。 
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（２）子育て世代アンケート調査  

■ 概 要 

実 施 期 間 令和 3（2021）年 7月 12日（月）～7月 23 日（金） 

調査対象者 子育て支援センター利用者、認定こども園保護者、小中学校保護者 

調 査 方 法 ＷＥＢでの回答または直接配布・回収 

回 収 状 況 有効回答数 1,950部 

 

 

■ 主な結果 

＜子どもを産み育てやすいまちかどうかについて＞ 

「そう思う」と「ややそう思う」を合わせた“そう思う”の割合が 33.4％、「どちらともいえない」

の割合が 35.0％、「あまりそう思わない」と「そう思わない」を合わせた“そう思わない”の割合が

31.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

　 1,950 6.9 26.5 35.0 24.2 7.4 0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思う ややそう思う どちらともいえない

あまりそう思わない そう思わない 無回答
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＜海津市のよいところについて＞ 

「自然環境」の割合が 81.1％と最も高く、次いで「子育て支援」の割合が 29.2％、「歴史・文化」

の割合が 21.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜海津市の不足しているところについて＞ 

「公共交通」の割合が 62.2％と最も高く、次いで「地域医療」の割合が 47.9％、「子育て支援」の

割合が 35.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,950 ％

公共交通

地域医療

子育て支援

商工業

観光

学校教育

住環境

防災

地域コミュニティ

農林業

自然環境

歴史・文化

無回答

62.2

47.9

35.4

26.6

25.3

18.6

14.1

6.4

5.6

1.2

0.9

0.9

7.0

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 1,950 ％

自然環境

子育て支援

歴史・文化

学校教育

農林業

住環境

地域コミュニティ

地域医療

防災

観光

公共交通

商工業

無回答

81.1

29.2

21.5

18.3

17.7

17.2

13.6

9.3

7.7

6.9

3.0

1.1

0.3

0 20 40 60 80 100
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（３）高校生アンケート調査  

■ 概 要 

実 施 期 間 令和 3（2021）年 6月 18日（金）～6月 23 日（水） 

調査対象者 海津市内の公立高校に在籍している高校 3 年生 

調 査 方 法 学校での直接配布・回収 

回 収 状 況 有効回答数 156 部（回収率 100.0％） 

 

■ 主な結果 

＜将来住みたいところについて＞ 

「海津市外に住みたい」の割合が 69.2％と最も高く、次いで「分からない」の割合が 26.3％となっ

ています。 

平成 28（2016）年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

＜海津市外に住みたい理由について＞ 

「イベントや遊ぶ場所が少ないから」の割合が 37.0％と最も高く、次いで「都会での生活に興味が

あるから」の割合が 29.6％、「買い物などが不便だから」の割合が 25.9％となっています。 

平成 28（2016）年度調査と比較すると、「イベントや遊ぶ場所が少ないから」「買い物などが不便だ

から」「希望する就職先が無いから」などの割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

  

％

イベントや遊ぶ場所が少ないから

都会での生活に興味があるから

買い物などが不便だから

希望する就職先が無いから

親元を離れて生活したいから、自立したい
から

近所付き合いが嫌だから

周りに同世代の若者が少ないから

その他

無回答

37.0

29.6

25.9

25.0

16.7

0.9

0.0

7.4

13.0

55.1 

32.2 

40.7 

31.4 

17.8 

1.7 

0.0 

5.1 

2.5 

0 10 20 30 40 50 60

令和3（2021）年度調査

（回答者数 = 108)

平成28（2016）年度調査

（回答者数 = 118)

海津市外に住みたい 海津市に住みたい 分からない 無回答

回答者数 =

令和３（2021）年度調査 156

平成28（2016）年度調査 176

69.2

67.0

3.2

6.3

26.3

25.6

1.3

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和3（2021）年度調査

平成28（2016）年度調査
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＜住みやすさについて＞ 

「緑や田園が多く自然環境がよい」の割合が 61.7％と最も高く、次いで「親類が近くにいる」の割

合が 22.3％、「近所づきあいがあり人間関係がよい」の割合が 21.3％となっています。 

平成 28（2016）年度調査と比較すると、「交通事故や犯罪が少なく安全」「子育ての環境がよい」「近

所づきあいがあり人間関係がよい」などの割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

  

令和3（2021）年度調査

（回答者数 = 94)

平成28（2016）年度調査

（回答者数 = 112)

％

緑や田園が多く自然環境がよい

親類が近くにいる

近所づきあいがあり人間関係がよい

交通事故や犯罪が少なく安全

上下水道・ごみ収集など生活基盤が整って
いる

まちに愛着がある

道路などが整備されている

住宅事情がよい

公園や遊び場が整備されている

教育環境がよい

買い物に便利

公共施設が整っている

通勤や通学に便利

まちに将来性や魅力がある

子育ての環境がよい

交通の便がよい

医療・福祉サービスが充実している

その他

無回答

61.7

22.3

21.3

17.0

16.0

12.8

11.7

7.4

7.4

6.4

6.4

5.3

5.3

4.3

3.2

2.1

2.1

3.2

5.3

75.0 

23.2 

32.1 

44.6 

26.8 

23.2 

18.8 

6.3 

16.1 

17.9 

7.1 

16.1 

17.0 

1.8 

17.9 

8.9 

13.4 

0.9 

3.6 

0 20 40 60 80
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＜住みにくさについて＞ 

「交通の便がよくない」の割合が 70.2％と最も高く、次いで「買い物に不便」の割合が 60.6％、「ま

ちに将来性や魅力がない」の割合が 48.9％となっています。 

平成 28（2016）年度調査と比較すると、「近所づきあいなど人間関係がむずかしい」「教育環境がよ

くない」などの割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

交通の便がよくない

買い物に不便

まちに将来性や魅力がない

通勤や通学に不便

道路などが整備されていない

公園や遊び場が整備されていない

公共施設が整っていない

まちに愛着がない

医療・福祉サービスが充実していない

近所づきあいなど人間関係がむずかしい

教育環境がよくない

交通事故や犯罪が多い

子育ての環境がよくない

住宅事情がよくない

親類が近くにいない

上下水道・ごみ収集など生活基盤が整って
いない

緑や田園が少なく自然環境がよくない

その他

無回答

70.2

60.6

48.9

46.8

27.7

27.7

25.5

17.0

17.0

11.7

11.7

9.6

6.4

6.4

5.3

3.2

2.1

4.3

8.5

67.8

63.6

44.1

42.4

22.9

27.1

28.0 

12.7

17.8

5.9

5.1

7.6

5.1

7.6

7.6

7.6

2.7

1.7

5.9

0 20 40 60 80

令和3（2021）年度調査

（回答者数 = 94)

平成28（2016）年度調査

（回答者数 = 112)
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（４）市民ワークショップ  

■ テーマ 

子育て世代に選ばれるまちってどんなまち？ 

 

■ 概 要 

開催日時 参加者数 

令和 3（2021）年 7月 29日（木）19：00～21：00 20 名 

令和 3（2021）年 7月 31日（土）10：00～12：00 10 名 

 

■ 主な結果 

  現状  課題 関連施策 

交通 

･ 立地条件はいいが、電車やバスが

少なく、車がないと生活できない

ため、交通の便が悪い 

･ 高校生の通学費の負担が大きい 

･ 自転車で通学するには危険な道路

がある 

･ 通学・通勤に便利な公共交通の充実及

び通学費の助成制度が必要 

２-２ 

交通網の 

整備 

コミュニティ 

･ 近所の知り合いから声をかけられ

る等、つながりができている 

･ 自治会や子ども会の活動が減少し

ている 

･ 子育て世代の友達ができない 

･ 多文化共生に対する意識が低い 

･ 気軽に地域で集まれる場が重要 

･ 新しい世代のための新しい地域コミュ

ニティづくりが必要 

･ 人が集まる仕組みづくりが必要（コミ

ュニティセンター等） 

３-３ 

青少年の健

全育成支援 

３-６ 

地域間交

流・多文化

共生の推進 

５-１ 

市民参画・

協働自治の

推進 

買い物環境 ･ 気軽に行けるお店が少ない 
･ 親子で行ける飲食店等、魅力ある商業

施設の充実が必要 

４-２ 

商業の振興 

遊ぶ場所 

･ 山や川など、自然の中で遊べる環

境が充実している 

･ 魅力的なレジャースポットが少な

い 

･ 子どもの遊び場が少ない 

･ 公園の遊具が少なかったり、草が

生えていたりと整備がされていな

い 

･ スポーツ施設、室内遊戯施設、文化施

設、児童館の充実が必要（土日開催、

雨の日に遊べる場所） 

･ 親子が安心して遊べる場の充実が必要 

･ 歩いていける距離の公園の充実 

１-３ 

子育て支援

の充実 

２-８ 

公園・緑地

の整備 

３-５ 

スポーツ 

活動の振興 

医療 

･ 出産時の交通が不便 

･ 小児科、産婦人科など、病院や診

療所が少ない 

･ 子どもの救急医療がない 

･ 子どもを安心して生み、育てられる環

境づくりに向けた、医療体制の充実が

必要 

１-１ 

地域医療の

推進 
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  現状  課題 関連施策 

教育 

･ 農業体験できる環境がある 

･ タブレットがあるにもかかわら

ず、ＩＣＴ教育の授業が少ない 

･ 教職員の負担が大きく、余裕がない 

･ 学校、保育園のクラブ活動の制限

が多い 

･ 各学校区に塾がない（海津地区に

集中している） 

･ ＩＣＴ教育も含めた、質の高い教育環

境の充実が必要 

･ 子どもが将来海津に住みたいと思える

ような教育が必要 

３-１ 

学校教育環

境の充実 

働く場所 

･ 若者がアルバイトできるような場

所がない 

･ 子育て中の母親が働きやすい職場

や、共働きで子育てと両立できる

ような職場が少ない 

･ 農業分野で、後継者が不足してい

る 

･ テレワークやワーケーション等、多様

な働きができる環境づくりに向けた支

援が必要 

･ 若い世代が働きたいと思えるような、

企業の誘致が必要 

･ 農業における後世の担い手の育成が必

要 

４-５ 

働きやすい 

職場づくり

の促進 

インフラ 

･ 公共施設の利用制限が多い 

･ 公共施設の利用料金や水道料等が

高い 

･ 公共料金の見直しが必要 

･ 統合後の校舎の有効活用が必要（世代間

の文化交流ができる拠点、スケートボー

ド、ＢＭＸなどの会場として貸出） 

５-５ 

効率的な行

財政運営の

推進 

市の魅力 

･ 自然が多い 

･ 新鮮な野菜や果物が身近にある 

･ 市の魅力がイメージできない 

･ 住んでいる人に海津が好きだと言

ってもらえない 

･ 地域の資源を活用した、ひとを呼び込

む仕組みづくり、環境の整備が必要

（キャンプ場）特産品のブランド化が

必要 

４-１ 

農林漁業の

振興 

４-４ 

観光の振興 

イベント 

･ まちに元気がない 

･ 自然はたくさんあるが、うまく活

かされていない 

･ 産後ママや親子で参加するイベントや

パパ同士交流できるイベント 

･ 木曽三川公園マルシェのような、身近

で楽しめる地域の親子イベントの充実

が必要（海津の魅力、特色、人材を活

かしたもの） 

４-４ 

観光の振興 

子育て支援 

･ 子育て支援センターが閉鎖的で使

いにくい 

･ 子育てについて、相談する場所が

少ない 

･ 産後の母親に対する支援が少ない 

･ 情報がとにかくわかりづらい 

･ ホームページの更新がされておら

ず、既に終わっているものも掲載

されている 

･ 子育ての情報発信の強化が必要 

･ 子育てについて、気軽に相談できる環

境づくりが必要 

･ 子育て等のワークショップや講座への

参加促進のための工夫が必要 

１-２ 

健康づくり

の推進 

１-３ 

子育て支援

の充実 

その他の意見 

･ 何か相談がある際、市役所の窓口

のどこに行けばいいかわからない 

･ 住環境について、手入れの行き届

いていないところが多く、景観が

悪いため、印象が悪い 

･ 自然を活かすための取組みや農業に対

する危機感が必要 

･ 住宅を建てやすい土地利用の促進が必要 

･ 情報発信方法の見直しに向け、ＳＮＳ

の活用やその効果検証が必要 

･ 市民と行政が協働で取り組むことが必要 

２-１ 

計画的な土地

利用の推進 

２-４ 

住環境の整備 

５-５ 

効率的な行財

政運営の推進 
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